
〔初等中等教育局〕 
事業名 災害共済給付事業 
 
１． 創設年度：平成 15 年度 
２． 平成 28 年度予算額：２２．１億円 
３． 事業概要：学校の管理下の児童生徒等の災害について、その速やかな救

済を図るとともに、災害の救済をめぐるトラブルを防ぐことにより学校教

育の円滑な実施を図ることを目的に、独立行政法人日本スポーツ振興セン

ターが、学校の管理下の児童生徒等の災害に対して災害共済給付を実施。 
その運営に要する経費を、国、学校の設置者及び保護者の三者で負担す

る互助共済制度とされており、全国的な一定水準の給付を確保するととも

に、できる限り保護者の負担の軽減を図るため、国は、法令で定めるとこ

ろにより、災害共済給付に要する経費の一部をセンターに対して補助。〈定

額補助〉 
４． 選定理由  

ア（事業の規模が大きく、又は政策の優先度の高いもの） 
従来、義務教育諸学校、高等学校及び高等専門学校、幼稚園・保育所等

を加入対象としてきたところ、平成 27 年度において、給付対象を拡充し、

新たに特定保育事業（小規模保育、家庭的保育、事業所内保育）を加えた。

これら事業所に対しては民間においても低廉な災害補償サービス（施設賠

償保険等）が十分に設けられておらず、多くの加入が望まれるが、加入率

は高くない状況である。今後、加入率の更なる向上が望まれるところであ

り、その方策について検討する必要があるため。 
 

５． 想定される論点 
・特定保育事業を実施する事業所の加入率の向上のため、どのような対応

ができるか 
・アウトプット・アウトカムは、適切に設定されているか 

 

※成果指標（平成２７年度） 

・特定保育事業所の加入率 ２４．６％（保育所加入率８５．９％） 

注：全体加入率は平成２７年度数値が未公表のため、平成２６年度数値 

 



 

災害共済給付の対象拡大について 

（特定保育事業を追加） 

 

１ 災害共済給付への加入 

 （独）日本スポーツ振興センターの災害共済給付は，学校等の設置者が保護者等の同意を得てセン

ターとの間に災害共済給付契約を結び，共済掛金を支払うことによって行われる。平成 27 年度から

災害共済給付の対象に，特定保育事業を追加した。なお，契約は認可を受けた事業運営者（法人）単

位で行うが，特定保育事業が市区町村からの業務委託により実施されている場合は，市区町村が設置

者となり契約を締結する。 

 

２ 特定保育事業所の加入率（平成２７年度） 

 

                    ※注：保育所の加入割合は平成２６年度実績を使用 

３ 共済掛金 

   特定保育事業の共済掛金の額は，保育所と同様に取り扱っている。 

   

   

 

 

 

 

学  校  種  別  一般児童生徒  要保護児童生徒 ※（ ）内は，沖縄県における共済掛   

金の額である。 

※保育所等には，地方裁量型認定こども

園，幼稚園型認定こども園の保育機能

施設部分及び特定保育事業（小規模保

育，家庭的保育，事業所内保育をい

う。）を含む。 

保 育 所 等 350(175) 40(20) 

 

４ 給付の対象となる災害の範囲と給付金額 

 災害の種類     災 害 の 範 囲      給 付 金 額  

 

負 傷 

疾 病 

学校の管理下の事由によるもので，療養に要

する費用の額が 5,000 円以上のもの。 

医療費                        

・健康保険並の療養に要する費用の額 

の 4/10 

 

障 害 

 

学校の管理下の負傷及び上欄の疾病が治った

後に残った障害で，その程度により１級から

14 級に区分される。 

障害見舞金 

 3,770 万円～82 万円[通学中の災害の 

場合 1,885 万円～41 万円] 

 

 

 

死 亡 

 

 

 

学校の管理下の事件による死亡及び上欄の疾

病に直接起因する死亡 等                   

死亡見舞金 

  2,800 万円[通学中の場合 1,400 万円] 

 

 突 

 然 

 死 

 

学校の管理下において運動などの行為

と関連なしに発生したもの 

死亡見舞金 

 1,400 万円[通学中の場合も同額] 

学校の管理下において運動などの行為

が起因あるいは誘因となって発生した

もの 

死亡見舞金 

 2,800 万円[通学中の場合 1,400 万円] 

 ＊負傷・疾病についての医療費の支給期間は，支給開始後１０年間である。 



（ ）

審査により学校の管理下に
おける災害と認定されたす
べての申請に対し給付を行
う 達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

件

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

％

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

○災害共済給付補助
　学校の管理下において、①学校が編成した教育課程に基づく授業を受けているとき、②学校の教育計画に基づく課外指導（部活動など）を受けていると
きの教育活動中の災害に対して、災害共済給付に要する経費の一部を補助
　義務教育諸学校　1/3　　　高等学校、高等専門学校、幼稚園　1/9
○要保護・準要保護児童生徒共済掛金保護者支出分充当補助
　公立の義務教育諸学校の設置者が、児童又は生徒の保護者で、要保護者及び準要保護者からその共済掛金を徴収しない場合に、その一部を補助
　要保護・準要保護児童生徒の掛金の1/4

目標最終年度

- -

2,213 2,213.1

-

24年度 25年度

100

-

成果実績

目標値

-

単位

100％

24年度 25年度 26年度

26年度

100％100％

100

27年度活動見込

審査により学校の管理下に
おける災害と認定された申
請に対する給付率

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

独立行政法人日本スポーツ振興センターが行う義務教育諸学校等の管理下における児童生徒等の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）を対象とし、当該児
童生徒等の保護者に対し、医療費、障害見舞金又は死亡見舞金を支給する災害共済給付に要する経費等の一部を補助し、学校教育の円滑な実施を図
る。

前年度から繰越し - -

事業番号

災害共済給付事業 担当部局庁 スポーツ・青少年局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 学校健康教育課
学校健康教育課長
和田　勝行

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
2 確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼
される学校づくり
2-4 健やかな体の育成及び学校安全の推進

主要経費

27年度

-

-

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人日本スポーツ振興センター法
第２９条

関係する計画、
通知等

学校保健法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議
（平成20年6月10日参議院文教科学委員会）

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

2,560

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 2,559

文教及び科学振興

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

給付件数
※「要保護・準要保護児童生徒共済掛金保護者支出分
充当補助」の件数は、把握していないため総数で示す。

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

災害共済給付補助金 2,213

2,135,456 2,101,749 2,109,280

- -

計 2,213 2,213.1

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

終了予定なし

活動実績

活動指標

－

翌年度へ繰越し -

計

費　目

2,379

子ども・若者育成支援主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 文部科学省

執行額

2,560 2,559 2,379 2,213 2,213.1

2,559 2,379

執行率（％） 100% 100% 100%

平成１５年度
事業終了

（予定）年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

補助金額／給付件数

単位当たり
コスト 円 1,199 1,218 1,128 -

計算式 　　円/件
2,560,428,780/2,135
,456

2,559,463,980/2,101
,749

2,378,511,870/2,109
,280

-

2,213.1

　 0079

年度

2,560

100

- - - 100

チェック



関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
審査により学校の管理下における災害と認定された申請
に対して確実に給付している。

予算の執行状況については、事業完了報告書等により適
正に執行されたことを確認している。

事業名所管府省・部局名 事業番号

‐

86

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

‐

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

前年同様の給付実績となっている。

災害共済給付オンライン請求システムを導入し、事務の
簡略化及び効率化を図ることで迅速な給付に努めてい
る。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

独立行政法人日本スポーツ振興センター法に基づく公的
給付制度である。

国・学校の設置者・保護者の三者の負担による互助共済
制度として成り立っている。

○

○

‐

○

関連する過去のレビューシートの事業番号

本事業は、学校教育の円滑な実施に必要な事業であり、事業内容及び予算の執行状況等に問題はなく、引き続き実施すべき物と判断され
る。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

１．事業評価の観点：本事業は、独立行政法人日本スポーツ振興センターが行う義務教育諸学校等の管理下における児童生徒等の災害（負
傷、疾病、障害又は死亡）を対象とし、当該児童生徒等の保護者に対し、医療費、障害見舞金又は死亡見舞金を支給するための経費の一部を
補助することを目的に平成１５年度以降も法令に基づき実施しているものであり、事業評価に当たっては長期継続事業の観点等から検証を
行った。

２．所見：義務教育諸学校等の管理下における児童生徒等の災害に係る医療費等を、国、学校の設置者及び保護者の三者で負担する制度で
あり、当該制度は全国の児童生徒等総数の約９７％が加入し、広く活用されていることから、国の事業としての必要性は認められる。ただし、引
き続き現行の予算規模を維持しながらも、長期継続事業であることを踏まえ、不断に学校管理下における児童生徒等の災害の減少に努めつ
つ、今後の予算の縮減が可能かどうか見直しに努めることとする。

平成26年度

外部有識者による点検対象外

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

全国の児童生徒総数の約９７％が加入しており、学校教
育の円滑な実施を図るために必要な事業である。

補助率は、独立行政法人日本スポーツ振興センター法施
行令に定められている。

予算の執行状況については、事業完了報告書等により適
正に執行されたことを確認している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

353平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

112

83

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度

現
状
通
り

336

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

翌年度の予算規模・事業内容については、各年度の給付実績等を踏まえ、適切な対応がなされるよう所要の額を確保すべきである。

国・学校の設置者・保護者の三者の負担による互助共済
制度として成り立っている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　　なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

文部科学省
２，３７９百万円

Ａ．（独）日本スポーツ振興センター
２，３７９百万円

【補助】

○独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済給付は、学校の

管理下における児童生徒等の災害について、児童生徒等の保護者等

に対して、医療費、障害見舞金又は死亡見舞金の支給を行うもの

○災害共済給付実績（H26）
医療費 １６，０４７百万円
障害見舞金 １，５２６百万円
死亡見舞金 １，１８２百万円
合計 １８，７５４百万円

独立行政法人日本スポーツ振興センター法に基づき、災害共
済給付に
要する経費等の一部を補助



支出先上位１０者リスト
A.

災害共済給付
補助金

災害共済給付金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.（独）日本スポーツ振興センター E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

2,379

金　額
(百万円）

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2,379 計 0

C. G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1
（独）日本スポーツ振興セン
ター

災害共済給付に要する経費等の一部を補助 2,379 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

チェック



２－４「健やかな体の育成及び学校安全の推進」の施策マップ
施策の実施理由 活動内容 効果 目標

・多様化・深刻化する子供
の現代的な健康課題を解
決するために、学校保健
に関する学校内の組織体
制の整備を図り、社会全
体で子どもの健康づくりに
取り組むことが重要である
とともに、保健教育と保健
管理を推進していく必要

があるため

・近年子供たちに食生活
の乱れや肥満・痩身傾向
等が見られることから、子
供たちが食に関する正し
い知識と望ましい食習慣
を身に着けることができる
よう、食育を推進する必要

があるため

・各学校において児童生
徒等の安全確保が的確に
なされること、学校におけ
る防災教育を含めた安全
教育を充実することにより、
児童生徒が安全に学ぶこ
とができる環境を整備し、
生涯にわたって健康で安
全な生活を送るための基
礎を養うことが必要不可

欠であるため

・保健教育の推進
・薬物乱用防止教育の推進

・がん教育の推進

・学校給食の推進
・食育の推進

・学校安全の推進
・防災教育の推進

（主な事業名）

・児童生徒の現代的健康課題へ
の対応事業

・児童生徒の心と体を守るための
啓発教材の作成

・薬物乱用防止教育等推進事業
・がんの教育総合支援事業

・学校保健委員会設置率
の向上

・健康は幸せな生活を送
るために重要だと考えて
いる児童生徒の増加

・効果的な学校保健活動
の好事例の創出

・薬物乱用防止教室の開
催率の増加

・薬物乱用に対する考え
方で、「絶対に使うべきで
はないし許されるべきでは
ない」と答える割合の増加

・朝食欠食率の減少
・栄養教諭配置の増加数

・学校給食における地場
産品の使用割合

・食育推進のための好事
例の創出

（達成目標）

児童生徒の心身の健
康課題を改善する。

（主な事業名）
・学校給食・食育総合推進事業

（主な事業名）
・学校安全推進事業
・防災教育推進事業

（達成目標）

児童生徒が食に関す
る正しい知識や望ま
しい食習慣を身につ
ける。

（施策の概要）

健やかな体の育成及
び学校安全の推進

（達成目標）

学校における児童生
徒の安全を確保する。
また、東日本大震災
の教訓を踏まえた防
災教育・防災管理等
の充実を図る。

・学校安全計画の中に、
学校安全３領域の内容
を盛り込んでいる学校の

割合の増加

・危機管理マニュアルを
作成し、災害安全に関す
る内容を盛り込んでいる

学校の割合

・地域のボランティアによ
る学校内外の巡回・警備
が実施されている割合

・学校安全に関する好事
例の創出






















